
バリューチェーン全体図
活動内容

●病害や大気汚染の農産物への影響
　 P.45

●カーボンプライシングによる
　農産物調達への財務インパクト P.50

●研究開発の資源・長期視点の不足
　P.54

●森林破壊への懸念 P.57

●エシカル消費での機会損失 P.57

●温暖化による感染症への
　分布拡大 P.64

●温暖化による熱中症拡大 P.64

●�脱炭素に貢献する製品・サービスへの
期待増 P.65

●容器包装原料の低減と安定調達 P.66

●農産物の収量減と調達コスト P.37

●自然の状態の変化 P.37

●洪水・渇水による農産物への影響 P.44

●カーボンプライシングによる
　農産物調達への財務インパクト P.50

●規制対応のためのコスト P.52

●急激な農業政策移行による
　環境・経済の不適合 P.53

●森林破壊への懸念 P.57

●農地の放棄による生態系毀損 P.62

●農薬の過剰使用による
　生態系毀損 P.62

●食料用農地の縮小による
　生態系毀損 P.62

●サプライチェーンの強化 P.68

●洪水による操業停止 P.40

●渇水による操業停止 P.42

●カーボンプライシングと
　エネルギー調達コスト P.46

●現有資産に対する影響 P.51

●エンジニアリング部門の対応力低下・
　適切な投資の不足 P.55

●化石由来原料への社会の抵抗感
　P.56

●エネルギー価格の高騰 P.58

●再生可能エネルギーへの懸念 P.60

●自然環境の汚染への責任 P.61

●化石燃料への依存度低減 P.67

●再生可能エネルギーの安定調達 P.67

●洪水による輸送影響 P.41

●カーボンプライシングと
　エネルギー調達コスト P.46

●現有資産に対する影響 P.51

●持続可能な物流 P.66

●使用済み容器の不適切な廃棄による　
　環境汚染 P.39

●消費者の評価 P.60

●投資家の信頼 P.60

需給・物流製 造 販 売調 達研究開発

キリングループは、豊かな地球の恵みを将来にわたって享受し引き継ぎたいという思いを、バリューチェーンにかかわる全ての人々と共に繋いでいくために、さまざまな社会課題に対する取り組みを積極的に進めていきます。
「ポジティブインパクトで、豊かな地球」を目指す「キリングループ環境ビジョン2050」を実現するため、そのバリューチェーンの各段階においてリスクと機会を特定し、対応戦略を実行することで、目標達成をより確実にします。　　
（「キリングループ環境ビジョン2050」の詳細→P.10）
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気候変動にレジリエントな農産物生産地確保、気候変動や自然環境の変化
リスク緩和に向けて、持続可能な農園認証取得支援を継続します。自然災
害への対策や、農薬・肥料の使用量を抑えながらも収量を維持できる技術
のトレーニングを実施することで、環境変化が原料農産物に与える影響を
軽減し、農業が環境へ及ぼす負荷の低減にも貢献していきます。

気候変動に適応した耐暑性・耐乾燥性などの環境ストレス耐性の強いホップ
を安定的に生産するため、育種研究および栽培技術の開発を推進します。

気候変動による農産物の収量減リスクに対して高温耐性品種が実用化され
た場合に利用できるように、キリン中央研究所が開発した「植物大量増殖技
術」の適用事例の充実と知見の蓄積を継続します。大麦やホップに依存しな
いビール事業が現実的に考えにくい中、温暖化に対応する品種の改良技術

温暖化および日較差縮小により、原料農産物の収量が大きく減少
すると、調達コストが増加する可能性が高いです。原料農産物生
産地の水リスク・水ストレス調査でも、農産物への影響が懸念され
る深刻な渇水リスクや洪水リスクを把握しています。

気候変動に伴う豪雨および経済発展に伴う周辺の開発などによ
り、農地の土壌侵食・土壌流出が発生しています。これに加えて、
農薬による土壌汚染などもあり、生態系が変化することで、原料
農産物の収量減に繋がる可能性があります。

と併せて、主要農産物の安定調達や農業の持続可能性への貢献を図りま
す。

主力製品であるビールの原料農産物の大麦は気候変動による収量減のリ
スクがあることから、大麦に依存せずビールのような風味を実現する技術
的知見は、適応策の1つであると考えています。また、ビール風味飲料の製
造に必要な異性化糖の原料となる農産物については地域別に気候変動に
よる中長期的な収量インパクトを調査・分析しています。

オーストラリアの小麦生産地の多くの地域では一年生の作物の集中的な
栽培により、水質や土壌の健全性など悪影響を及ぼしています。このような
地域において、多年生の穀物を生産システムに組み込むことで、生態系の
回復と生産性の向上を同時に実現します。

農産物収量減のリスクを最小化するために、気候変動の緩和策としてバ
リューチェーンにおけるGHG排出量の削減に取り組み、2050年のネット
ゼロ、2030年の「SBT1.5℃」目標、および2040年のRE100の再生可能
エネルギー目標の達成を目指します。

レインフォレスト・アライアンス（RA）認証は、農業生産者や企業が環境保
護、人権尊重、労働者の福祉、そして地域社会の福祉など、持続可能な農
業と森林管理の厳格な基準を満たしていることを示す国際的な認証制度
です。これらの基準を満たした農園や企業には、RAのシンボルであるカエ
ルのロゴマークが付与されます。このロゴマークは、生態系の健康の象徴
として、持続可能な方法で生産された製品であることを示しています。キ
リングループは、「キリン 午後の紅茶」の原料農産物生産地であるスリラン
カ紅茶農園とコーヒー豆の3割を調達しているベトナムコーヒー農園に対
して、RA認証取得を支援しています。現在までに、キリングループの支援
を受けて、94の紅茶大農園と4,804の小農園、そして659（オランダの非
営利団体の持続可能農業認証のUTZの認証からRA認証への移行を含む)

のコーヒー農園が認証を取得しました。2021年8月には認証農園の茶葉
を使った「キリン 午後の紅茶 ストレートティー」の通年製品の販売も開始し
ました。

水資源

水資源

気候変動

気候変動

生物資源

生物資源

より持続可能な紅茶生産地への支援

スリランカ紅茶農園（大農園）認証取得数推移

物理的リスク / 慢性リスク

農産物の収量減と調達コスト［中〜長期］

自然の状態の変化［中〜長期］

温暖化に伴う植物耐暑性向上に向けた技術開発（適応策）

植物大量増殖技術（適応策）

代替原料の開発と新たな生産技術（適応策）

一年生作物の生産システムへの多年生穀物の導入（適応策）

GHG排出量削減（緩和策）

対応戦略
持続可能な農園認証取得支援（適応策）

活動内容
原料農産物農園へのレインフォレスト・アライアンス認証取得支援

トレーニング良質な原料

トレーニング費用
レインフォレスト・
アライアンス

キリングループ

紅茶農園

より持続可能な農業
約40％
輸入比率
スリランカ産

キリン 午後の紅茶に使用

約20％※3

日本の輸入
スリランカ産紅茶葉のうち

約30%
2023年末 キリングループの支援で

取得した農園数：94農園※5

（2013年の支援開始からの累計）

※4

（年）
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重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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キリングループの飲料未来研究所と、東京大学発スタートアップのCULTA
は、気候変動に適応したホップ生産を目指し、ホップの耐暑性向上に向けた
共同研究を実施しています。従来ホップの品質評価は、収穫頻度に合わせ
年1回しか実施できていませんでしたが、屋内栽培技術の確立により、屋
内環境で季節に左右されず複数回ホップを収穫できるようになったことか
ら、品質評価の実施頻度を年に複数回行えるようになりました。これにより、
品種改良と栽培技術の評価サイクルが短縮され、高温耐性ホップ品種実用
化時には、大量増殖技術と連携して収量・品質低下対策の研究開発が加速
し、持続的なホップ生産に寄与します。

気候変動による農産物収量減リスクに対応するため、温暖化に適応した高
温耐性品種が実用化された際に、迅速かつ大量に増殖させる技術が求めら
れます。キリン中央研究所は、独自に開発したプラスチックフィルム製「袋型
培養槽技術」を活用し、病気のない健全な苗や、親と全く同一の遺伝子型

（クローン）の苗を、植物種に応じて数万倍から数十万倍の増殖率で大量生
産できます。小型の袋内で植物の生育に必要な栄養溶液を通気しながら増
殖させるため、土壌栽培よりも水資源を有効活用でき、水ストレスが高い
地域でも安定した栽培が可能です。この技術は、高温耐性品種の普及と連
動し、農業の持続可能な供給体制の確立に大きく貢献することが期待され
ます。

キリンビールが日本で販売するビール風味のアルコール飲料である「のど
ごし生」は、大麦ではなく、異性化糖と大豆を原料として醸造されています。
安定供給が予想される原料でビール風味を再現する醸造技術を保有する
ことで、大麦収量減リスクに備えることができると考えています。気候変動
による大豆の収量へのインパクトは、地域により増減が予想されるものの
世界全体としての収量は大きく変わらないと判断しています。
ビール風味飲料の製造に必要な異性化糖の原料となる農産物の地域別の
収量を調査・分析した結果、トウモロコシについては4大生産地（アメリカ、
中国、ブラジル、アルゼンチン）で同時に10％収量が落ちる確率は４℃シナ
リオでは世紀末にかけて80％以上と高く、2℃シナリオでは2050年前後
で10%程度になるという研究結果がありますが、トウモロコシ以外で異性

化糖原料となりえるサトウキビやジャガイモについては地域により変動す
るものの世界全体としての収量減は予想されていません。これらの結果か
ら、異性化糖原料農産物については、生産地や作物、醸造技術を組み合わ
せることで、気候変動影響下における中長期的な収量の変動に対応可能で
あり、大麦に依存しない醸造技術は物理的リスクに対応する適応策として
有効と考えています。

Sustainable TableとStone&Wood Breweryが協力する「The Good 
Grain」イニシアチブでは、多年生穀物（Mountain Rye）を一年生作物の
生産システムに導入し、生態系の回復と生産性向上の可能性を探ります。
大規模な実証圃場での栽培とモルト生産を進め、ビール醸造への新たな活
用法を検証するほか、サプライチェーンや農業業界、醸造業界を巻き込ん
だシンポジウムを開催して成果と課題を共有しています。

製品開発から販売までのバリューチェーン全体でのGHG排出量の削減を
実施していきます。（GHG排出量削減の取り組みの詳細→P.46〜P.49)

一年生作物の生産システムへの多年生穀物の導入

大豆を用いたビール風味実現技術の保有

植物大量増殖技術（適応策）

温暖化に伴う植物耐暑性向上に向けた技術開発に関する活動

GHG排出量削減（緩和策）

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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キリングループでは、2019年に制定した「キリングループ プラスチックポ
リシー」に従って、2030年までにペットボトルへのリサイクル樹脂使用比率
50%、および2050年の100%持続可能な容器利用を目指して、順次再
生樹脂使用比率を向上させています。
また、ライオンは、オーストラリアやニュージーランドでのリサイクルを推
進するために「Sustainable Packaging Strategy（持続可能な包装戦略）」
を策定しています。APCO（Australian Packaging Covenant Organisation）
と連携し、2025年までに包装材におけるリサイクル素材の割合を50%以
上とすること、包装材のうち、再使用可能、リサイクル可能、または堆肥化
可能なものの割合を100%とすることを目標として設定し、達成に向けた
活動を進めています。2023年にはAPCOより優良事例として評価される　
など、順調に進捗しています。

使用済みペットボトルを効率的に分別収集・回収するためにさまざまな企業
と連携し、ボトルtoボトルの取り組みを実施しています。連携先は2022年

使用済み容器が適切に再生利用されずに環境に放出された場合、
温室効果ガスの排出や自然環境の毀損、海洋プラスチックの形で
広範な生態系へ悪影響が及ぶ恐れがあります。また、今後プラス
チック容器の不適切な廃棄に対する法規制が強化された場合は
移行リスクとして、拡大生産者責任の追及や企業ブランド価値の
低下を招く可能性も高いです。

（ウエルシア、東武鉄道、千葉薬品）、2023年（スギ薬局、東京建物）、2024
年（よみうりランド）と徐々に拡大しています。また、地方自治体とも協定締
結の形で連携を強化しています。その1つとして、2023年にはアサヒ飲料
株式会社および4市（常総市、取手市、守谷市、つくばみらい市）で構成す
る常総地方広域市町村圏事務組合とペットボトルの水平リサイクルに関す
る連携協定を締結しました。4市内で市民が分別した使用済みのペットボト
ル全量をメカニカルリサイクルやケミカルリサイクルによりペットボトル原
料に再生し、ペットボトル製品に再利用しています。

さらに、自動販売機付近には、各所へ啓発ステッカー付きの新機能リサイク
ルボックスを設置し、消費者にご協力いただきつつペットボトルを回収するこ
とで、社会全体で水平リサイクルを推進しています。

2024年より、日本山村硝子株式会社と共同で、酒類飲料のペットボトルに
使用するキャップから同一キャップへの水平リサイクル実用化に向けた、日
本初の実証実験を実施しています。この取り組みはキャップの外装部（食品
非接触）にリサイクル樹脂を10%混合した2ピースキャップを使用するこ
とで、同一キャップへの水平リサイクルを可能とします。当実証実験では約
4万個のキャップを使用し、GHG排出量を1個あたり約1.7g削減できる
見込みです。

ビクトリア州においてライオンは容器デポジットスキームのコーディネー
ターとなっているVicReturnの創設メンバーとして継続的に活動していま
す。この取り組みは2023年11月に開始され、5億個（2024年6月時点）
を回収しました。

新機能リサイクルボックスと啓発ステッカー

実証実験にて使用する2ピースキャップ

容器包装水資源 気候変動生物資源

物理的リスク / 慢性リスク

使用済み容器の不適切な廃棄による環境汚染
［中～長期］

酒類飲料キャップにおける水平リサイクル

活動内容
ペットボトルの水平リサイクル

対応戦略
プラスチックが循環する社会構築

VicReturnでの活動

外装部（食品非接触）

内装部（食品接触）

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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気候変動による台風や集中豪雨などの被害が頻発・深刻化した場
合、製造の停止など大きな影響が出る可能性が高くなります。キ
リングループは、水ストレスの大きく異なる日本とオーストラリア
で事業を行ってきました。水問題が国や地域で異なり、流域や場
所に大きく依存していることを経験的に理解してきたことから、
2014年から定期的に科学的な調査を実施しています。2024年
に製造拠点の水リスクをAqueduct4.0および自治体が作成して
いるハザードマップなどを使用して調査・分析した結果、事業所の
多くで水ストレスや水リスクが以前と比べて悪化していることが
わかりました（製造拠点水リスク/水ストレス詳細→P.17）。洪水に
より工場が受ける財務インパクトについては、過去の浸水被害実
績額（財務インパクト詳細→P.33）である約10億円～50億円を
適用しています。また、風水害シミュレーションシステムを利用し
た洪水リスクの損害予想把握も進めています。温暖化を原因とす
る海面上昇による事業所の浸水被害も想定されますが、日本では
4℃シナリオでの海面上昇が0.46m～0.97mとの予想があるも
のの、定量的な評価はまだ難しいと考えています。今後も最新の
気候科学の研究成果に注視していきます。※

気候変動
浸水を経験した拠点の知見をグループ内で共有し、被害を最小化します。

洪水を含めた自然災害に対しては、事業所への付保も有効な手段として検
討を進めていきます。

浸水により事業継続に深刻な影響が発生すると想定され、お客様への供給
責任を途切れることなく果たす必要のある事業所では、必要に応じて物理
的な対策を進めていきます。

New Belgium BrewingのAsheville Breweryは従来の評価ツールでは
高リスクと評価されていませんでしたが、2024年9月に発生したハリ
ケーンHeleneによる洪水被害を受けました。これを機会に、グループ全体
の製造拠点の水リスクの再評価・分析を行う計画です。最新のグローバル
ツールに加えてローカル情報を併用して、包括的にグループ全体を対象に
水リスクの評価を実施することとしています。新たな水リスクの評価・分析
結果を知見として蓄積し、今後の類似被害の対応策を検討・共有しグルー
プ全体の水関連レジリエンスを強化していきます。

2020年に、自然災害モデルAIRを使った風水害シミュレーションを国内の
主要事業所20カ所を対象として行い、再現期間ごとの損害割合と被害額
を試算しました。グループ全体のエクスポージャーは、200年災害（200年
に1回起こる災害）で約10億円でした。ただし、協和ファーマケミカルにつ
いては500年に一度発生する規模の風水害による年間被害額が財物価額
の42%と算出されたため、2022年に現地調査を実施し、正確には17%
であることを確認しました。洪水などの水害リスクが想定されるエリアにあ
るThai Kyowa Biotechnologiesに対しても、2023年にリスク調査を実
施しています。今後も、風水害シミュレーションシステムにより将来の浸水
被害リスクが高いと判断した事業所について、順次現地でのリスク調査を

行って付保の可否について判断していきます。

協和キリンでは、水害などにより自社医薬工場および原薬製造委託会社・
包装資材サプライヤーで長期間の操業停止が発生した場合、復旧や生産
停止・営業機会損失に伴う被害額は相当規模になると判断しています。自
社拠点では水害対策ポリシーを策定し、浸水防止措置（生産に関する重要
資産の地理的分散保管、建物の防水化、重要設備の高層・高所配置化、浸
水防止壁設置など）を実施するとともに、今後も設備投資対応していく予定
にしています。サプライチェーン全体における影響評価・対応も進め、生産
停止の回避・被害最小化を図るとともに、原薬の製造委託会社や包装資材
のサプライヤーなどへの影響が大きいため、これらパートナー各社におけ
る水害対策の聞き取り、課題の抽出、BCP策定や災害対応訓練の実施など
を進めていきます。

水資源

※� �洪水については複数のシステムを利用して多面的にリスク評価を行っていま
Aqueductは現時点だけではなく将来予測も含めたリスク評価に利用可能です。
現在最もよく使われているツールであるため比較可能性が高いこともメリットです
が、評価の根拠を詳細に追えない面もあり、複雑な水系を十分反映していない部
分もあります。ハザードマップはその地域を深く理解している各自治体が最悪の被
害を想定した評価であり、Aqueductと併用することでより精度の高いリスク評価
が可能になると考えています。シミュレーションシステムは再現期間ごとの損害割
合と被害額の試算が可能であることから、エクスポージャーの把握と付保の判断に
利用しています。

物理的リスク / 急性リスク

洪水による操業停止［短～長期］

活動内容
グループ全体の水リスクの再評価・分析

洪水に対する付保（適応策）

洪水への設備対応（適応策）

風水害シミュレーションシステムを活用した付保可否判断実施

協和キリンの浸水防止措置

対応戦略
洪水対応の知見共有（適応策）

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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気候変動による台風や集中豪雨の被害が頻発・深刻化した場合、
製品の配送、および原材料の輸送への影響が発生する可能性が
高くなります。2018年には、西日本豪雨の影響で中国地方の鉄
道・道路が長期間にわたって寸断され、工場から消費地への製品
輸送に大きな支障が発生しました。2022年は、海外の大麦の主
な積出港の浸水リスクと対策の有無を調査しました。今回調査し
た結果からは、カナダ、オーストラリア、イギリスでは浸水リスク
が低く、オランダ、ドイツで将来0.5m～5mの浸水リスクがある
ものの計画的な対応策が策定されていることが分かりました。湾
自体の浸水リスクは高くなくても、湾に繋がる鉄道や道路、隣接
する都市が被災することで港の機能が支障をきたすことも分かり
ました。

気候変動
自然災害などにより物流遮断が広域で想定される場合の対応マニュアルを
活用し、類似災害に対処します。また、新たな災害が発生した場合も都度マ
ニュアルを更新し知見を蓄積していきます。

調達先を複数持つことでリスク低減を行います。安全・安心な製品を最適
価格で安定的にお届けできるように、サプライヤーと共同しながらサプラ
イチェーンの安定に努めています。

2018年の西日本豪雨による物流網の大きな被害から復旧した後、すぐに
同様の事例に対応するためのマニュアルを作成しました。これにより、千葉
県を中心に大きな被害を与えた台風15号、台風ではじめて激甚災害・特定
非常災害に指定された台風19号（いずれも2019年）など、その後の台風
被害に対しても製品配送への大きな影響を避けることができています。

ビールの主原料であるモルトについては、北米・欧州・豪州の3大陸に分散
して調達しています。ホップは生産者と長期契約を採用するなど、調達施策
を組み合わせて必要量の確保と市況価格の影響の最小化を図っています。

水資源

物理的リスク / 急性リスク

洪水による輸送影響［短～長期］
活動内容

台風被害の輸送影響対応の知見活用

調達先の分散化（適応策）

モルト調達先の分散化・ホップ農家との長期契約 

対応戦略
洪水対応の知見共有（適応策）

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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水ストレス・水リスクの調査を実施し、科学的な根拠を把握したうえで、国や
地域で異なる水ストレスのレベルに合わせた適切な用水削減を実施してい
きます。

グループ内の世界各拠点が渇水経験を通して構築した対応知見を共有し、
各事業のレジリエンスを向上させます。

オーストラリアは水資源が豊富な日本とは異なり、慢性的な水不足の課題
を抱えています。例えばニューサウスウェールズ州のシドニーにおいては、
渇水リスクが高い上に工業用水など生活用水以外の水使用量が大きく、ビ
ジネスセクターの節水が求められています。キリングループは水使用量の

酒類や清涼飲料、医薬品、バイオケミカル製品の製造工程では水
が必須のため、気候変動による渇水が深刻な場合には製造に支
障 が 出 る 可 能 性 が ありま す。 製 造 拠 点 の 水 ストレスを
Aqueduct4 .0などから評価した結果、渇水などの水ストレスが
高いのは、オーストラリア7工場、アメリカ2工場、中国2工場、タ
イ1工場でした。渇水による製造事業所の財務インパクトについ
てはAqueduct3.0を前提に試算を行いました。水ストレスの高
い事業所に対して、ある仮定における製造減の影響を試算額とし
て把握しています。試算では約0.3億円から約6億円となりまし
た。過去事例から渇水時でも影響は最小限にできていましたが、
NBB Ashevilleの洪水被害など激甚化・頻発化する気候変動の
影響を踏まえて、現在、キリングループのグローバル拠点の水リ
スク評価の再精査を行っています。

削減を目指し、醸造所で使用した水を浄水し再利用できる施設をオースト
ラリアで3カ所建設する目標を掲げました。2024年、Tooheys Brewery
はクイーンズランド州のCastlemaine Perkins Breweryに続き、2カ所
目の逆浸透膜（RO）水リサイクルプラントを導入しました。再利用された水
は設備の洗浄などに使用されます。この施設の導入により、年間約2億
7,000万Lの水が再利用され、節水に繋がります。これは108個のオリン
ピック水泳競技場を満たす量に相当します。さらに、720万ドルの投資で年
間約70万ドル以上の水道料金が節約できます。

工場で使う水の多くは、設備や配管の洗浄・殺菌工程で使用されます。洗浄
できていることを品質面で確認・保証できる体制・仕組みを整えるとともに、
無駄な水を使わないように流量・流速を厳密に管理しています。そのうえ
で、用途に応じた水の再利用を積極的に推進しています。例えば、配管や設
備などの洗浄工程で使った最後の「すすぎ水」は水の清澄度が比較的高い
ため、最初に配管を洗う工程で利用することが可能です。このように、洗浄
で使った水を水質に応じた用途で繰り返し使うカスケード利用を行っていま
す。回収できる水の量と使用する水の量のバランスやタイミングを合わせ
るなど、確実に洗浄できていることを保証するためには設備を使いこなす

ノウハウが必要です。キリングループでは、このようなノウハウを共有・蓄積
し、高いレベルの節水を実現しています。

キリングループ傘下のフォートコリンズ醸造所はアメリカのコロラド川流域
の水を使用しています。近年コロラド川流域は降雪の減少により河川流量
が減少しているにも関わらず、上流側では農業や酪農の拡大、下流側では
人口増によって水需要量が増加しており、さらに地理的・歴史的背景で水使
用量に厳しい制限がかかっている状況です。この水ストレスは自社の節水
だけでは解決できないため、キリングループは流域のステークホルダーと
連携し、コミュニティと共に解決してゆく取り組みを開始しました。また
2023年3月にはTNFD関係者、地元の水の専門家と共にTNFDシナリオ
分析のワークショップを開催し、水ストレスの課題の解決に向けて議論し、
対応方針を検討しました。自社内での解決にとどまらず、地域社会、専門家、
環境団体と連携し、共通課題にアプローチする知見をグループ全体で共有
することで、対応力を強化しています。

水資源 気候変動

洗浄で使った水を水質に応じた用途で繰り返し使うカスケード利用

物理的リスク / 急性リスク

渇水による操業停止［短～長期］

渇水対応の知見共有（適応策） 製造工程で無駄な水を使わないように流量・流速を厳密に管理

地域社会、グローバル環境機構、
専門家と連携した流域の水ストレスの対応

対応戦略
高度な用水削減技術（適応策）

活動報告
Tooheys Breweryの逆浸透膜(RO)水リサイクルプラント導入

洗浄工程（左から右へ進む）

ブロー

新水

ブロー

カスケード利用

予洗 NaOH アルカリ
リンス

最終
リンス ビール

カスケード利用

中水回収

次亜塩素酸
ソーダ

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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ライオン（オセアニア地域）の用水使用量と原単位
（用水使用量／生産量）

グループ全体の用水使用量と原単位
（用水使用量／売上収益）

グループ全体の水の循環的利用量と循環的利用率
（循環的利用量／（用水使用量＋循環的利用量））
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指標と目標

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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GHG排出削減による長期的な気候リスクの緩和に加え、短期的な対策とし
て洪水や渇水時の対応力を強化する必要があります。そのため、生産地な
どにおける水リスクを分析したうえで優先サイトを絞り込みます。優先サイ
トの中から活動場所を特定し、水資源の保全活動やそのためのトレーニン
グを実施するとともに、適切な減災対策や持続可能な水利用管理を推進し
ていきます。これにより、異常気象による収量減少リスク低減や安定した農
産物供給の確保に貢献することを目指します。

土壌流出は農地の生産性低下を引き起こし、水資源の保全にも悪影響を及
ぼします。特に降水パターンの変動が激しくなる中で、農地の持続可能性
を確保するためには、土壌の保全と水利用管理の強化が重要です。適切な
土壌管理を行うことで、降雨時の浸食を低減し、水の浸透率を向上させる
とともに、干ばつ時の保水力を高めることができます。また、森林や植生の
維持により、水源涵養を促進し、地域全体の水循環の健全化にも貢献しま
す。こうした施策を通じて、調達リスクの低減を目指します。  

気候変動による水リスク・水ストレスや災害により、原料農産物で
収量減が発生し、調達に関わる財務インパクトが増大する可能性
があります。原料生産地については2019年にAqueduct3.0を
使って詳細な水リスク調査を行っており、多くの生産地で水スト
レスが高くなることを把握しています（気候変動による主要農産
物収量へのインパクトと2050年前後の農産地の水ストレス
→P.17 ）。近年はこのような懸念が世界中の多くの地域で顕在
化しています。

スリランカの高地にある紅茶農園では、急峻な斜面に茶の木が植えられて
いる場所がたくさんあります。地層などの条件が良いところでは、雨水が地
中に浸透して紅茶農園の一角で泉として湧き出ています。このような泉の
ことをマイクロ・ウォーターシェッドと呼びます。紅茶農園にあるマイクロ・
ウォーターシェッドはスリランカ中心部の高地にあり、ほとんどの場合は沿
岸部の都市に流れる河川の源流になっているため、面積はわずかですが貴
重な水源地となっています。そのため、2018年から農園内の水源地保全
活動を開始し、2024年末までに27カ所の水源地を保全しました。保全活
動の一環として、水源地の近隣の住民1,750人に対して水源地保全の必
要性を理解するための研修を実施した他、住民約15,000人に水の重要性
や保全と流域保護に関するパンフレットを配布し、意識向上に貢献していま
す。一部の農園では収穫作業従事者の保育所や小学校のプログラムの中
に水教育を組み込むなどの工夫もしています。ベトナムのコーヒー農園で
も2020年から認証取得のためのトレーニングの中で、渇水時に土地が乾
かないようにする手法や、渇水に備えて水を貯めておく方法などを紹介し
ています。

スリランカでは気候変動の影響を大きく受けて、干ばつと大雨が頻発して
います。都市化や工業化、不適切な土地利用により土壌の侵食や流出も大
きな問題となっています。紅茶農園は日当たりの良い急峻な斜面にあるこ

とが多いため、大雨が降ると肥沃な土壌が流出するだけではなく、地滑り
が発生して農園に住んでいる人々の命が失われる例もでてきています。地
面を草で覆う（カバークロップ）は土壌管理策の1つとして生態系を豊かに
するだけではなく、大雨で直接雨が地面に当たらないようにする土壌流出
防止効果や渇水時の保水効果など、気候変動への適応策としても有効で
す。スリランカ紅茶農園における持続可能な農園認証取得支援活動のト
レーニングでは茶の栽培に悪い影響のある草を見分ける方法を教え、茶園
の地面が根の深い良い草で覆われるように指導しています。近隣の大学と
連携して農園労働者でも見分けることができる方法を開発するなど、科学
的なバックボーンをもって指導しています。

マイクロ・ウォーターシェッドの仕組み

スリランカ紅茶農園水源地保全実施数

水の大切さを学ぶ教育対象住民数
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物理的リスク / 急性リスク
活動内容

原料農産物生産地の土壌流出防止（適応策）

原料農産物生産地での水ストレス対応策のトレーニング実施

対応戦略
原料農産物生産地の水ストレス対応（適応策）

カーバークロップトレーニングで土壌流出防止

ろ過

山頂

紅茶農園

泉（マイクロ・
ウォーターシェッド）

河川

洪水・渇水による農産物への影響［短～長期］

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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調査やさまざまなテストを行えるフィールドを持っている強みを生かし、科
学的アプローチと長期的な視点を持った研究開発で、環境のさまざまな課
題を解決していきます。

農産物の病害対策としては総合的病害虫管理が有効と考えており、既に一
部のヴィンヤードや茶園で試行が始まっています。畑に多様な生き物が生
息するようになると、生態系が安定すると考えられます。草生栽培により生
態系が豊かになることが病害を抑制している可能性や、病害の媒介になる
昆虫・ダニ類の早期検出についても研究を開始しています。
気候変動や自然資本のさまざまな課題を解決する研究には、長く継続的な
研究が必要です。キリングループは自社内にヴィンヤードを持ち、 スリラン
カの紅茶農園とも長期にわたるエンゲージメントで強い信頼関係を構築し
ています。

ブドウ栽培において「べと病」は主要な病害の1つであり、原因菌による深
刻な被害が世界中で報告されています。こうした被害を抑えるため、ブドウ
の品質および収量を左右する病原体を正確に把握し、防除効果を最大化す
る技術開発が急務となっています。そこで、キリングループの飲料未来研
究所は次の2つの技術の確立をしました。

気候変動や自然環境の劣化や汚染に伴い、病害や大気汚染によ
る農産物収量への影響が懸念されます。スリランカでは、隣国イン
ドから流れてくる大気汚染物質による低地での茶葉への被害も発
生しています。温暖化に伴い、ブドウの病害の拡大も予想されて
います。また、加工用オレンジの生産国ブラジルで猛暑や少雨、
病害が発生し、生産量が急減しています。

研究チームは、年間を通じてべと病原菌を安定的に維持・管理できる革新
的な方法を開発しました。この技術により、従来の落葉中の卵胞子による越
冬に依存せず、研究室内で病原菌を継続的に培養することが可能になりま
した。

先述の開発技術を活用し、通年を通し評価可能な薬剤耐性評価システムを
確立しました。この技術は、耐性菌の早期検出や新規農薬の効果検証に大
きく貢献すると期待されています。

これらの技術開発により、べと病の防除戦略が大きく前進し、より効果的か
つ持続可能な病害管理が可能になると考えられています。これらの研究成
果は日本ブドウ・ワイン学会の大会発表賞を受賞しました。

気候変動生物資源

物理的リスク / 急性リスク

活動内容

対応戦略
長期的視点での研究対策（適応策）

べと病原菌の通年維持管理技術

農薬効果判定技術

病害や大気汚染の農産物への影響［短～中期］

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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の再生可能エネルギー目標と2050年ネットゼロ目標に向けたGHG削減
施策を事業計画に組み込んでいます。

物流部門でのGHG排出量削減に向けて、モーダルシフト、同業他社との共
同配送、積載率の向上など、さまざまな取り組みを高度化させていきます。
製品の輸送を含む上流の輸送（カテゴリー 4）のGHG排出量は、Scope3
全体の約10%を占めており、大きな削減ターゲットとなっています。近年は
トラック運転手の不足による運べないリスクを回避するためにも、輸送負荷
の低減が必要です。

ボトルやラベルなど容器包装を軽量化することで製造・物流でのGHG排出
量を削減します。

製造時の電力使用量の大きいアルミ新地金に替えてリサイクル地金の比
率を高めた缶蓋を採用することで、Scope3排出量を削減します。

省エネ性能が高いヒートポンプ式自動販売機を導入することで、Scope3
排出量を削減します。

キリングループは、エネルギー効率を高めてその使用量を減らし、エネル
ギーミックスを「化石燃料」から「電力」にシフトしたうえで、再生可能エネル
ギーでつくられた電力を活用することが最も効果的だと考えています。キ
リンビールでは、1990年～2015年までの25年間でCO2排出量を約
70%も減らしてきました。2019年からはキリンビールの6工場の排水処
理場にヒートポンプシステムを導入し、キリンビール全体の排出量の前年
比3%（約4,800t）のCO2排出量を削減しています（2023年11月時点）。
信州ビバレッジではボトル・キャップのリンス水製造工程において、ヒート
ポンプを介して直接利用が難しい廃熱を再利用することで、年間約970t

カーボンプライシングによる財務インパクトを最小化するために、まずは
Scope1とScope2の2030年「SBT1.5℃」目標に向けて、グループとし
ての損益中立を原則としたロードマップに沿ってGHG排出量を削減してい
きます。具体的には、省エネ効果で得られるコストメリットにより、投資によ
る減価償却費や再エネ導入コストを相殺します。2030年以降については、
エネルギー転換などの技術革新やエネルギーコストの動向などの見通しが
不透明な現状のため正確なコスト試算はできませんが、2040年のRE100

炭素税や排出量取引制度、国境炭素税措置などのカーボンプラ
イシングが導入された場合、エネルギー調達費や物流費が高騰
する可能性が高いです。日本では、GXリーグによる排出量取引制
度が拡大される予定です。将来的には、発電事業者が排出枠を購
入することが義務づけられる見込みであり、その結果、追加のエ
ネルギー調達費が発生します。 キリングループとしては、
SBT1.5℃目標およびネットゼロ目標に向けた着実な排出削減を
達成していくことで、コスト増のリスクを最小化していきます。
カーボンプライシングによるエネルギー調達への財務インパクト
と排出削減効果を試算した結果、SBT1.5℃目標を達成した場合
は、2030年では4℃シナリオで約27億円、2℃シナリオで約46
億円、1.5℃シナリオでは約49億円の節税となります。

のCO2排出量を削減しています。キリンビールの岡山工場では缶の温水殺
菌装置における装置内の排熱や空気中の熱を再利用することで、年間約
180tのCO2排出量を削減しています（2023年11月時点）。

キリンビバレッジ湘南工場では2021年に、ペットボトル成形用高圧コンプ
レッサーをV型レシプロ式のコンプレッサーからスクリューコンプレッサー
および水平対向レシプロコンプレッサーのインバータ制御空圧機に切り替
え、年間8%程度の使用電力を削減しました。これらの機器では、コンプレッ
サーの排熱を回収して再利用することも可能です。

指標 2030年
目標

2024年
実績

Scope 1+2の
GHG排出量削減 50％ 34％

Scope 3の
GHG排出量削減 30％ 10％

ヒートポンプの仕組み

信州ビバレッジの製造ライン

生物資源 水資源 気候変動

移行リスク / 政策リスク

カーボンプライシングと
エネルギー調達コスト［中～長期］

物流最適化によるGHG排出量削減

対応戦略
省エネ・再エネ・エネルギー転換

容器包装の軽量化によるGHG排出量削減

容器包装におけるリサイクル材比率向上

販売段階におけるGHG排出量削減

活動内容
省エネ・再エネ・エネルギー転換

 【 製造工程でのヒートポンプの活用 】

 【 コンプレッサーの高効率化 】
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力を再生可能エネルギー 100％にしています。キリンビール全工場・全営
業拠点の購入電力が再エネ100％になるとともに、キリンビール全体の使
用電力における再エネ比率は66％となります。
将来的にはキリングループの事業で使用する全ての電力を再生可能エネ
ルギーに置き換え、早期のRE100達成を目指します。
協和キリンは、日本国内の製造拠点・研究拠点の購入電力の再生可能エネ
ルギー化が完了しました。2020年以降、高崎工場、バイオ生産技術研究
所、富士リサーチパーク、CMC研究センターで購入する全電力を再生可能
エネルギー 100%にし、2023年4月より宇部工場で購入する全電力を再
生可能エネルギー 100%にしました。これらの取り組みで、協和キリング
ループ全体で 2023年からCO2排出量が2019年比55％削減を超え、既
に2030年目標を達成しています。
2022年1月からは、メルシャンの製造する日本ワイン「シャトー・メル
シャン」の全てのワイナリー（シャトー・メルシャン勝沼ワイナリー、シャトー・
メルシャン椀子ワイナリー、シャトー・メルシャン桔梗ヶ原ワイナリー）で、グ
リーン電力証書を購入電力に組み合わせることで再生可能エネルギー
100％を達成しています。ライオンのオーストラリア・ニュージーランドの醸
造所では、2023年1月から購入電力は再生可能エネルギー100%になっ
ています。

キリングループでは、新たな再生可能エネルギー電源を世の中に創出する
「追加性」と、環境負荷や人権に配慮したエネルギーを利用する「倫理性」を

キリンビールでは、温度差が大きい工程では段階的に冷却を行うカスケー
ド冷却システムを導入するとともに、冷却システムの運転改善などにより冷
凍システムの効率を改善し、省エネルギーを進めています。

キリンビールは、仙台工場・名古屋工場で2022年から、福岡工場・岡山工
場で2023年1月から、取手工場で2023年4月から、北海道千歳工場・横
浜工場・滋賀工場・神戸工場・全営業拠点で2024年1月から、購入する電

重視しています。キリンビールでは、全9工場に大規模太陽光発電設備の
導入（横浜工場を除く8工場がPPAモデル※1）を行いました。メルシャン藤
沢工場においては、PPAモデルによる太陽光発電電力を2023年3月より
導入しました。これにより、年間約124tのCO2排出量を削減するとともに、
メルシャン全体の使用電力の再生可能エネルギー比率を導入前の約5％か
ら約8％に向上させました。協和キリンは、宇部工場へPPAモデルによる大
規模太陽光発電設備（1.47MW）を導入し、2023年3月から稼働開始しま
した。これにより、年間約 1,029tのCO2排出を削減しています。ベトナム
キリンビバレッジは、PPAモデルによる大規模太陽光発電設備（369KW）
を導入し、2025年5月から稼働開始しました。これにより、年間約340ｔの
CO2排出が削減できる見通しです。キリングループロジスティクス、協和発
酵バイオ、信州ビバレッジでも、敷地や建物の屋根の一部を大規模太陽光
発電設備事業会社に賃貸して、自社資産の有効活用と自然エネルギーの普
及促進に貢献しています。

オーストラリアのライオンは、2019年にCastlemaine Perkins Brewery
で太陽光発電設備を設置し、2020年にはビクトリア州にあるLittle 
Creatures Geelong Breweryにおいても太陽光発電設備を設置しまし
た。ニューサウスウェールズ州最大のビール醸造所Tooheys Breweryは、
オーストラリアホテル協会（AHA）と共同で再生可能エネルギー販売会社と
PPA契約を締結しています。共同で大きな電力契約を結ぶことで、AHAは
より安価に再生可能エネルギーを導入することができ、ホテルの料飲店の
平均電力単価を11.5c/kWhから6.9c/kWhに削減することができまし
た。ライオンは、2020年5月にオーストラリア初の大規模なカーボン
ニュートラル認証取得醸造会社になりました。オーストラリアでカーボン
ニュートラル認証を取得するためには、年次報告書の中で当該年の総排出

冷凍システムの効率改善

コンプレッサーの高効率化

上記情報および製品画像は2023年6月末現在のものです。

インバータ制御空圧機

 【 大規模太陽光発電の利用 】

 【 オーストラリアでの太陽光発電利用 】
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キリンビール仙台工場 キリンビール名古屋工場

キリンビール福岡工場 キリンビール岡山工場 キリンビール取手工場
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活動内容

トップメッセージ ガバナンス 戦略環境経営 リスクとインパクトの管理 資料編指標と目標 47



量を相殺するためのカーボンクレジットの開示義務があり、ライオンはこれ
に対応しています。ライオンに認証を提供するClimate Active※2認証基
準はオーストラリアのカーボンニュートラル認証の新しいスタンダードに
なっています。ライオンはニュージーランドでも、2021年からToitū※3カー
ボンゼロ認証を取得しています。

三菱商事洋上風力株式会社、株式会社ウェンティ・ジャパン、株式会社シー
テック、三菱商事株式会社は、三菱商事エナジーソリューションズ株式会社
を代表企業とするコンソーシアム（以下、本コンソーシアム）を通じて、秋田
県能代市・三種町・男鹿市沖、秋田県由利本荘市沖、千葉県銚子市沖にお
ける発電事業者として選定されました。キリンホールディングスは、本コン
ソーシアムの協力企業です。本事業は一般海域における国内初の着床式洋
上風力発電事業であり、日本政府が掲げる2050年カーボンニュートラル
の主力電源化に大きく貢献する国内最大級の電源となります。3事業の最
大発電出力は約169万kWで、約121万世帯の電力需要を補える規模です。

協和発酵バイオは、2021年からThai Kyowa Biotechnologies に「再生
可能エネルギー証書（I-REC）」を導入しました。タイの医薬品・食品業界で
の導入は初の事例であり、工場で使用する電力の一部を再生可能エネル
ギー由来にすることにより、CO2排出量を年間9,050t削減しました（2024
年）。上海協和アミノ酸とBioKyowaにも、再生可能エネルギー証書（それ
ぞれI-RECとREC）を導入済みです。

ビール工場では、使用する燃料の大部分が蒸気を作るボイラーで消費され
ています。日本では、キリンビールおよびキリンビバレッジの全ての工場、
メルシャン八代工場で、重油に比べてCO2排出量が少ない天然ガスへの
エネルギー転換が完了しています。エネルギー転換にあわせた小型ボイ
ラーの導入により、効率的なボイラー運転も実現しています。熱電供給で
きるコージェネレーションシステムも導入し、工場の熱と電気の一部をまか
なっています。

ライオンはニュージーランドの醸造所に電気ボイラ―を設置し、2025年後
半からの稼働を予定しています。現行のLPG燃料の代替により、年間約
700tのCO2（ライオンのニュージーランドでのScope1+2排出量の6%
に相当）の排出削減が見込まれます。

キリンビール株式会社は、三菱商事株式会社、三菱商事クリーンエナジー
株式会社が出資するMCKBエネルギーサービス株式会社、高砂熱学工業
株式会社、三浦工業株式会社と連携し、キリンビール北海道千歳工場で使
用するボイラー用燃料の一部を化石燃料由来からグリーン水素に転換し、
ビール製造工程でグリーン水素由来の蒸気を活用する実証事業を2026
年6月より開始します。
ビール製造工程では麦汁煮沸などに大量の蒸気を使用します。本実証で
は、蒸気を製造するボイラー用燃料の一部を都市ガスからグリーン水素に
切り替え、年間で最大約23%の熱需要を水素でまかなう計画です。これに
より、年間約464tのGHG（温室効果ガス）排出量を削減できる見込みです。

キリングループでは物流分野を非競争分野として位置付け、積極的に他社
との共同を進めています。2017年から石川県金沢市にアサヒビール社と
共同配送センターを開設し、関西エリアの工場からの鉄道コンテナによる
共同輸送を行っています。どちらの会社も日本海側には工場を持っておら
ず、太平洋側の工場から200kmを超える長距離をトラック輸送していまし
たが、効率が悪く、運転手にも大きな負担をかけていました。鉄道コンテナ
を使った共同輸送によりCO2排出量を大幅に削減できるだけではなく、工
場とターミナル、ターミナルと輸送先の距離が短くなり、トラック運転手の
負担も大幅に削減し、トラック運転手不足という社会課題の解決にも繋がっ
ています。この取り組みにより、年間1万台相当の長距離トラック輸送を鉄
道コンテナにモーダルシフトし、CO2排出量が年間約2,700t削減できる
と試算しています。2017年9月からは、アサヒビール、サントリー、サッポ
ロビールと4社で北海道の道東エリアで共同配送を開始しています。この
取り組みにより鉄道コンテナが活用され、トラックの積載効率の向上により
物流が効率化し、年間約330t※1のCO2排出量削減に貢献していると試算
しています。

キリンビバレッジ株式会社とアサヒ飲料株式会社は、株式会社Hacobuと
株式会社JDSCが開発した生産・販売・在庫管理サービス「MOVO PSI」を
2024年11月1日から本格導入し、在庫量や輸配送量の最適化を行って
います。「MOVO PSI」は、企業間のPSI（Production, Sales, Inventory）
情報をAI（機械学習）で分析し、毎日の発注量や補充量を平準化するサービ
スです。実証実験では、輸送コストを最大約9.1%、在庫日数を最大約
13.2%削減する成果が得られ、自社の輸送積載率向上や欠品率低減など、
さらなる物流効率化を図っています。
また、キリンビバレッジ株式会社と花王株式会社は、2025年2月から両社の
物流拠点間輸送を共同化し、段階的に配送量を増やしていきます。具体的に
は、花王の川崎物流センター（神奈川県）と更埴物流センター（長野県）、お
よびキリンビバレッジ子会社の信州ビバレッジ工場（長野県）とキリンビバレッ
ジ川崎物流センター（神奈川県）を結ぶ「空車区間」を活用することで、トラッ
クの輸送効率化とGHG排出量の削減（該当区間で約15％減）を図ります。

※1「Power Purchase Agreement（電力販売契約）モデル」の略称で、電気を利用者に売る電
力事業者（PPA事業者）と電力の使用者との間で結ぶ「電力販売契約」のことを示します。キ
リンビールでは、三菱商事エナジーソリューションズ株式会社の子会社であるMCKBエネル
ギーサービス株式会社がPPA事業者となり、ビール工場の屋根にメガワット級の太陽光発電
設備を設置し、その発電電力をキリンビールが購入・活用することで実現しています。

※2 オーストラリア政府が設立した第三者認証機関
※3 ニュージーランド政府が設立した第三者認証機関

 【 風力発電 】
 【 グリーン水素活用の実証事業 】

 【 再生可能エネルギー証書 】

 【 電気ボイラーの導入 】

エネルギー転換
 【 重油から天然ガスへのエネルギー転換 】

物流最適化によるGHG排出量削減
 【 共同配送やモーダルシフト 】

※1 一般社団法人 日本経済団体連合会「グローバル・バリューチェーンを通じた削減貢献第5版」 
https://www.keidanren.or.jp/policy/vape/gvc2018.pdf

 【 AI分析による在庫量や輸配送量の最適化 】
ライオンLittle Creatures Geelong

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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トルを海上輸送する必要がなくなるため、ボトルに詰めた状態で輸入する
場合と比べて海上輸送時のGHG排出量を約6割削減することができま
す。容器としてエコロジーボトル（再生ガラスが90％以上使用されているも
の）や、軽量ボトル、ペットボトルの利用ができるため、資源の有効活用にな
るとともに、バリューチェーン全体でGHG排出量を大きく削減することが
できます。

容器の軽量化は、容器包装を製造するためのGHG排出量や輸送時の積載
効率向上によるGHG排出量の削減に繋がります。

アルミ新地金は製造時に大量の電力を使用するため、リサイクル材と比較
して多くのGHGを排出し、環境負荷が高いことが課題となっています。こ
の課題に対応し、キリンビールは、国内ビール3社と共同で缶蓋の製造時
に発生するGHG排出量が約4割※2少ない飲料缶蓋「EcoEnd™」を本格採
用しました。2025年2月以降順次、各社が販売するビール類の一部製品
に採用します。「EcoEnd™」は、GHG排出量削減の有効手段の1つとして
東洋製罐株式会社と株式会社UACJが共同開発したもので、缶蓋に求めら
れる強度などの特性を満たしながら、リサイクル原料の循環利用を促進す
ることが可能です。Scope3排出削減に繋がる施策として、今後、ビール類
以外の製品への採用も検討していきます。

物流業界はトラック運転手不足などの構造的課題を抱えており、今回の取
り組みは、
① 物流データを活用できる荷主同士であること
② 戻り便に積載できる物量を確保できること
③ 繋げられる輸送区間が存在すること
という3つの条件が合致し、実現したものです。両社は年間延べ300台以
上のトラック台数削減を目指すとともに、今後はさらに共同輸送区間を拡充
し、業界を超えた連携を進めていきます。

門前倉庫の活用により、長距離輸送の削減が可能となります。その結果、
GHG排出を抑制し、より持続可能なサプライチェーンの構築に貢献します。
トラックが確保できないことによる運べないリスクの軽減と輸送効率の最
適化を目指し、2019年10月より、キリンビバレッジ自社工場である湘南
工場、滋賀工場に近接した原料倉庫「門前倉庫」を活用した原材料調達物流
の試験運用を開始しました。門前倉庫の設定により、原材料サプライヤー
は運びたい量を運びたいときに輸送し、最大限の効率化を図ることができ
ます。急な製造計画の変更にも対処しやすくなり、製造工場の対応力が格
段に向上しました。

以前は空のペットボトルを容器メーカーから購入して搬送し、工場でその中
に飲料を充填して製品を製造していました。今はインラインブロー無菌充
填機を用いて、工場の製造工程内でプリフォームと呼ばれる素材からペット
ボトル容器を成型し、無菌状態で充填までを行います。空のペットボトルを
搬送する時に比べてトラックが一度に運べる量が増え、GHG排出量を大幅
に削減できます。2003年には業界に先駆けてキリンディスティラリーの飲
料製造ラインへプリフォーム成型機を導入し、プリフォームの搬送も不要と
しました。
 

メルシャンは、輸入ワインの一部において、輸入元で酸素透過性の低い
24kL（750mlびん換算で約32,000本分）の大容量の専用バッグにワイン
を詰めて海上輸送し、国内の工場でボトルに詰めています。国内でボトリン
グすることで、自社工場内でのGHG排出量は増えてしまいますが、重いボ

キリンビバレッジでは、業界に先駆けて「ヒートポンプ式自動販売機」の導入
を2006年より開始し、2012年からは新規導入するほぼ全ての缶・ペット
ボトル自動販売機を「ヒートポンプ式自動販売機」に切り替えました。2025
年3月現在、設置自動販売機の93％以上が切り替わっています。「ヒート
ポンプ式自動販売機」は、製品を冷やす時に出る「廃熱」を汲み上げて製品
を温める時の「加温」に活用し、ヒーター電力を抑制することで従来の自動
販売機より消費電力量を低減することができます。一部のタイプは従来の
冷却個室から出る「廃熱」だけでなく、「庫外の熱」を奪って加温する機能を
併せ持つことや真空断熱材の多用による保冷・保温能力の向上により、省
エネ性能を高めています。これらにより、
2013年比で約40％の消費電力量を削減
できるまで進化しています。また、2024年
1月から開始した、稼働に必要な年間消費
電力量に相当するグリーン電力証書を取得
することで電力証書取得までの申請スキー
ムを整備し、CO2排出量を実質ゼロにする

「グリーン電力自動販売機」をさらに拡大し
ていきます。

大容量専用バッグ

※2 東洋製罐株式会社の従来品比。缶蓋1枚あたりの削減量。

ヒートポンプ機能

 【 門前倉庫活用  】

 【 大容量バッグでのワイン輸入 】

 【 インラインブロー無菌充填機 】

販売段階におけるGHG排出量削減

容器包装の軽量化によるGHG排出量削減

容器包装におけるリサイクル材比率向上

通常の自販機 ヒートポンプ式の自販機

同時運転で
効率化

COLD室 HOT室
冷 温

熱交換機 熱交換機放熱

吸
熱

吸
熱

放
熱

放
熱

COLD室 HOT室

コンプレッサー
（圧縮機）

熱交換機 熱交換機

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容

トップメッセージ ガバナンス 戦略環境経営 リスクとインパクトの管理 資料編指標と目標 49



バイオ燃料用トウモロコシや大豆の需要増大による酒類・飲料原料との競
合リスクに対しては、植物大量増殖技術を活用し、栽培を効率化することで
原料不足や価格高騰を緩和できる可能性があります。

窒素肥料の価格高騰に対しては、持続可能な農園認証取得支援を行い、農
家に対して適正な肥料管理トレーニングを実施することで、対処します。

炭素税や国境炭素調整処置が導入された場合、農産物価格が高
騰する可能性が高いです。カーボンプライシングによる農産物価
格への財務インパクトをキリンビール、キリンビバレッジ、メル
シャン、ライオン、協和キリン、協和発酵バイオで取り扱う大麦、
ホップ、紅茶葉、ブドウ果汁、でんぷん、乳糖、トウモロコシ、キャッ
サバを対象として試算した結果、2050年に、RCP2.6/SSP1シナ
リオでは約9億円～40億円、RCP8.5/SSP3シナリオでは約22
億円～80億円（いずれもバイオ燃料による需要供給と窒素肥料
価格の影響を試算）と算出されました。気温上昇の程度が大きい
ほど、不確実性が高く、リスクが大きいと判断できます。カーボン
プライシングの影響で、再生可能エネルギーとなるバイオ燃料用
トウモロコシや大豆の需要が増大すると、酒類・飲料原料との競合
リスクが生じます。また、カーボンプライシングが天然ガス価格を
押し上げ、窒素肥料の価格にも影響が及ぶことが見込まれます。

キリングループの植物大量増殖技術は、世界的にも類例のない「茎の増殖
法（器官培養法）」「芽の増殖法（PPR法）」「胚の増殖法（不定胚法）」「イモの
増殖法（マイクロチューバー法）」の4つの要素技術から構成されている独
自のものです。
植物の増殖は通常は種子や挿し木などで行われますが、栽培時期が限られ
ており増殖率は植物によってはかなり低くなります。しかし、キリングループ
が開発した大量増殖技術によって、親植物と同じ形質をもつ優良植物を季
節を問わず大量に増やすことが可能となります。
また、キリン中央研究所では、この技術をビールの原料「ホップ」に応用し、
腋芽形成を促進する世界初のアプローチに成功しました。ホップの大量増
殖を可能にすることで、ビール製造における原料供給の安定化や品質向上
にも寄与しています。
植物大量増殖技術は、環境変化に対応した品種の開発が進んだ場合に普
及を早めるための増殖や、新品種や絶滅危惧種、有用な植物の大量増殖に
も役立ち、農業や生態系の持続可能性にポジティブインパクトを与えるこ
とが期待されます。

キリングループは、スリランカの紅茶農園へのレインフォレスト・アライアン
ス認証取得支援トレーニングを実施しています。トレーニングでは、農薬や
肥料の使用量を抑えながら収量を上げる科学的な方法を指導しています。

（認証取得支援の詳細→P.53）

水資源 気候変動生物資源

2050年のカーボンプライシングによる
農産物調達コストインパクト（売上収益に占める比率）※1,2

移行リスク / 政策
活動内容

カーボンプライシングによる農産物調達への
財務インパクト［中～長期］

植物大量増殖技術によるリスク緩和

対応戦略
植物大量増殖技術によるリスク緩和

現状 RCP2.6/SSP1

25パーセンタイル
75パーセンタイル

RCP8.5/SSP3

90

60

30

（億円）

約40億円 
0.17%

約9億円
0.04%

約22億円 
0.09%

約80億円 
0.34％

※1　試算のために使用している論文(参考文献に出典を記載)に
　　　おける社会経済システムがキリングループのシナリオとは異なるため、
　　　当該論文のRCP2.6/SSP1およびRCP8.5/SSP3シナリオで試算し開示しています。
※2　2024年データで再計算しています。

肥料価格高騰への対策

肥料価格高騰への対策

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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技術動向を鑑みたネットゼロに向けたロードマップをもとに移行計画を進
めます。

GHGフリーのエネルギーの利用には技術革新やインフラの整備が必要で
す。本格的な移行は2030年以降を想定していますが、ボイラーを含めた
現有の工場設備やトラックなどを法規制に則して、更新していきます。
技術導入の時期を見誤ると法規制や社会の動静により技術や設備が陳腐
化する可能性があるため、長期的な設備更新・導入のロードマップを策定
し、常に更新しながら移行を推進していきます。

脱炭素に向けた各種政策や法規制、社会からの要請が厳しくなる
場合、既存の化石燃料を使用している設備などを、当初予定して
いた期間まで使用を続けることが困難になる可能性が高いです。
キリングループのロードマップでは、将来的には製造の煮沸工程
などで使用する熱源であるボイラーの燃料を天然ガスからグ
リーン水素などのGHGフリーのエネルギーへ移行していくこと
を想定しています。そのような場合、ボイラーなどの設備更新が
想定より早いタイミングで必要となります。また、輸送に利用する
トラックの電動化への移行が当初予想より早く求められることも
想定しています。そのような場合、トラックの償却前に更新が必要
となります。

（ロードマップの詳細→P.25）

生物資源 水資源 気候変動

移行リスク / 政策

対応戦略

活動内容

現有資産に対する影響［中～長期］

技術動向の把握とロードマップの検証と推進

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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開示を担う組織体制を強化するとともに、システム導入によるデータ収集・
算定方法の高度化を行います。

Scope3のデータ算定係数を、従来の文献値を活用したものからサプライ
ヤーの一次データに置き換えます。

世界のCSV先進企業として、ISSBやSSBJなどの国際的な開示基準に準拠
した開示を恒常的に実行していく組織体制を構築するため、グループの財
務・非財務の情報開示を統括する開示統括室の設立準備を開始しました

（2025年4月立ち上げ完了）。環境に関する非財務情報の開示について、
専任の担当を置き適切に管理することで、基準に準拠した開示を行ってい
きます。また、非財務データについて、システムを活用した収集方法へ変更
することを決定し、システム立ち上げ準備を開始しました。これまでは、各

ISSB（国際サステナビリティ基準審議会）が、2023年にサステナ
ビリティ情報開示のグローバルベースラインとなるIFRSサステナ
ビリティ開示基準を最終化しました。グローバル各法域がこの基
準を参考にし、企業に対する情報開示要求の法制化を進めていま
す。キリングループの事業は日本・オーストラリア・アメリカ合衆
国・EUに拠点を持っており、将来的に各法域の求めに応じてサス
テナビリティ関連情報の報告義務が生じます。具体的には、自然
資本や気候変動などのサステナビリティ課題が企業価値に与える
影響やリスクと機会への対応を説明する必要があります。そのた
めにバリューチェーン全体の情報を正確かつ迅速に収集し、経営
に活用できる体制を構築しなければなりません。

社から個別にScope3データを収集してから、担当部門にて集計・算定して
いましたが、システムを活用することで、集計・算定にかかる負荷を低減し、
より質の高い開示を進めていくことができるようになります。

Scope3のデータ開示において、従来文献値係数などの二次データを活用
した算定を行ってきましたが、2024年に立ち上げたサプライチェーン環境
プログラムも活用しながら、サプライヤーのGHG削減努力を反映した一
次データの収集を進めています。算定係数を、文献値からサプライヤー一
次データに置き換えることで、各サプライヤーにて取り組んだGHG削減施
策の効果が算定結果に反映されることとなり、より実態を反映した算定結
果を開示できるようになります。

水資源 気候変動生物資源

移行リスク / 政策

対応戦略
データ収集・算定方法の高度化

活動内容
データ収集・算定方法の高度化

データ算定における精緻化

データ算定における精緻化

規制対応のためのコスト［中～長期］

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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草で覆うこと（カバークロップ）は生態系を豊かにするだけではなく、大雨で
直接雨が地面に当たらないようにすることで、土壌流出防止効果や渇水時
の保水効果など、気候変動への適応策としても有効です。トレーニングでは
茶の栽培に悪い影響のある草を見分ける方法を教え、茶園の地面が根の
深い良い草で覆われるように指導します。トレーニングでは、農薬や肥料の
使用量を抑えながら収量を上げる科学的な方法を指導することで、森林を
守るだけではなく、農薬や肥料に対する支出削減により農園の収益も向上
し、茶葉の安全性も高まります。
さらに、キリングループで調達するコーヒー豆の約3割を占めているベト
ナムでも2020年からコーヒー農園に対してレインフォレスト・アライアン
ス認証取得支援を開始しました。トレーニングにより、水使用量の削減や河
川の汚染防止、生物多様性の配慮、リジェネラティブ農業の導入など、気候
変動などの環境変化にも柔軟に対応する体制を作り、コーヒーの品質向上
を図ります。現在ベトナムのギアライ省でトレーニングを実施しており、
2024年は12回のトレーニングスクールを開催し、336の農園が参加しま
した。

ライオン傘下のStone&Wood Breweryでは、農業の普及を促進するた
め2024年にNPOと共同出資のプロジェクトを立ち上げました。プロジェク
ト財団が地元の慈善団体を支援し、リジェネラティブ農業の導入を希望す
る農家に持続可能な農業プロジェクトや教育支援、コミュニティ支援を実施
しました。この取り組みにより、環境団体、リジェネラティブ農業の有識者、
地域非営利団体との貴重なネットワークが構築できました。

政策より先進して環境取り組みを実施することで、急激な移行時の不適合
を防げると考えています。農家へのトレーニングと支援を通じて持続可能
な農業への転換を促進していきます。

環境関連グローバルイニシアチブへの積極的な参加、農家支援を通した環
境機構との連携、学会・政府との共同研究を通じて有識者・政策担当者との
ネットワークを強化していきます。これらのネットワークを活かし、農業に関
する技術・政策動向・ビジネスに関する知見を獲得するとともに、農業の持
続可能性向上を図ります。

キリングループは、スリランカの紅茶農園へのレインフォレスト・アライアン
ス認証取得支援トレーニングを実施しています。2022年から2024年ま
で累計で9の大農園と4,804の小農園がトレーニングに参加しました。ス
リランカでは気候変動の影響を大きく受けて、干ばつと大雨が頻発してお
り、都市化や工業化、不適切な土地利用により土壌の侵食や流出も大きな
問題となっています。紅茶農園は日当たりの良い急峻な斜面にあることが
多いため、大雨が降ると肥沃な土壌が流出するだけではなく、地滑りが発
生して農園に住んでいる人々の命が失われる例もでてきています。地面を

2021年前半にスリランカで唐突に実施された化学肥料や農薬の
原則輸入禁止（後に撤回）では、多くの農産物収量減を引き起こ
し、元々脆弱であった経済が大きく棄損されました。政治や経済の
事由で十分な準備無く農法の変化を推進することは、生産作物の
変更や単位面積あたりの収量減により土地利用変化を引き起こ
し、森林伐採など農地周辺の自然毀損に繋がります。

生物資源
指標 目標 実績

スリランカ紅茶農園認証取得
支援大農園数

（トレーニング農園数）

15
（2022年～2024
年度累計）

9
（2022年～2024
年度累計）

スリランカ紅茶農園認証取得
支援小農園数 

（トレーニング農園数）

5,350
（2022年～2024
年度累計）

4,804
（2022年～2024
年度累計）

ベトナムコーヒー豆農園
認証取得支援農園数

（トレーニング実施農家数）

2,000
（2024年～2026
年度累計）

336
（2024年度）

認証支援トレーニング実施目標と実績

移行リスク / 政策

急激な農業政策移行への不適合［短～長期］

対応戦略
持続可能な農業への農家のトレーニング支援

活動内容
レインフォレスト・アライアンス認証取得支援トレーニング実施

指標と目標

有識者・政策担当者との適切なエンゲージメント
NPOとの共同出資プロジェクトでリジェネラティブ農業支援

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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キリングループは、食品・飲料・医薬メーカーとしては世界に例をみない規
模で容器包装の開発などを行っている、パッケージイノベーション研究所を
所有しています。この強みを活かし、バリューチェーンGHG排出量のより少
ない容器包装を先進的に開発していくことが可能だと考えています。
びん・缶・ペットボトル・段ボールなどの容器包装の開発で蓄積した技術を
ベースに、AIや感性工学など新たな技術を取り入れています。大規模な研
究設備を持つ強みを生かすことで、製品化に必要な技術支援や新しい容器
の開発が可能です。
ペットボトルの循環利用として、ケミカルリサイクルの技術開発にも取り
組んでいます。2027年までに国内のペットボトルのリサイクルPET樹脂使
用比率50%を目指し、循環型経済への移行によって社会的なコストの低減
にも貢献します。

ブドウやホップなどは気候や栽培条件の変化に敏感で、近年の気候変動に
よって収量の減少や品質・味わいの変化がすでに見られはじめています。こ
うした気候変動に適応するため、品種改良や栽培技術の研究開発を一層推
進していきます。

容器包装の軽量化やリサイクルPETの技術開発をサプライヤー
に依存することで、Scope3目標達成やキリングループ プラス
チックポリシーの実現スケジュールがコントロールしにくくなるリ
スクがあります。気候変動の影響に対する適応策として、「The 
Climate -Nature Nexus（気候と自然の統合）」や「NbS（自然
を基盤とした解決策）」といった概念も出てきています。自然を対
象とするため、一般的には長期での研究・技術開発が必要となり
ます。環境課題がもたらす脅威が顕在化してから対応を開始する
のでは、長期に挽回できなくなるリスクがあります。

パッケージイノベーション研究所では、リサイクルされるPET樹脂を拡大す
るため、非食品用途PET素材を飲料用ペットボトルとして再生する取り組み
を推進し、2025年4月から試験的な運用を開始しました。異業種の企業が
連携するスキームの中で、研究所では、非食品用途PETを回収材料とした
ケミカルリサイクル樹脂の食品容器への利用に関して安全性評価を主導し
ました。またこの評価結果を「日本食品衛生学会　第120回学術講演会」
で発表、若手優秀発表賞を受賞しました。

キリングループは2022年にホップの大量増殖技術を開発しており、品種
改良と大量増殖技術の組み合わせによって持続的な原材料の供給体制の
構築に繋げたいと考えています。（大量増殖技術の詳細→P.50）
シャトー・メルシャン椀子ヴィンヤードでは、農研機構の協力を得て、気候
変動の緩和策である炭素貯留効果を評価する共同研究を2024年3月か
ら開始しました。ヴィンヤードのブドウの剪定残渣などを活用したバイオ炭
による炭素貯留効果の評価などを実施する予定です。

ケミカルリサイクルのスキーム
ブドウの剪定残渣などを活用したバイオ炭

容器包装水資源 気候変動生物資源

移行リスク / 技術

研究開発の資源・長期視点の不足［短～長期］
気候変動・自然資本に対する研究開発活動内容

ケミカルリサイクル技術によるリサイクル原料の拡大

対応戦略
パッケージ開発力の自社所有

気候変動・自然資本に対する研究開発

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容

CR樹脂使用リサイクル原料供給

ペットリファイン
テクノロジー

本取り組みにおける各社の役割

飲料用
ペットボトル

飲料用
ペットボトル

花王
採用を検討
ファンケル

アサヒ飲料
キリン
ビバレッジ

TDK
村田製作所

花王
ファンケル

キリン
ビバレッジ

工業用
フイルム

化粧品ボトル 化粧品ボトル

自動販売機
製品サンプル

ケ
ミ
カ
ル
リ
サ
イ
ク
ル
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プ外企業の大規模な製造設備新増設・改造を長年行っています。さまざま
な事業のエンジニアリングを自ら行うことで、エンジニアは設備づくりのノ
ウハウと技術力を承継することが可能となっています。食から医にわたる事
業領域の成長・展開においても、これら培われた技術力と技術者で対応し
ていきます。

技術動向や社会情勢の動きを踏まえて気候変動対策のロードマップに反映
し、グループのどこでどのような設備導入が効果的かを判断し、各グルー
プ会社との密接なコミュニケーションのうえで機動的に技術を導入してい
きます。

各グループ会社内にエンジニアリングスキルを持った要員を配置し、確実
に製造設備を支えるとともに、継続的な技術者の育成・技術継承を行って
いきます。キリンビールのエンジニアリング部門がグループ全体の脱炭素
のエンジニアリングをサポートする役割を担います。

キリングループでは、キリンビールのエンジニアリング部門で集中的に技
術動向や社会情勢をウォッチします。

キリングループでは、製造プロセス・生産技術・保全技術を熟知したエンジ
ニアが製造設備を確実に支えています。さらに、ビール・飲料・医薬品など
の工場建設を専門とする総合エンジニアリング会社であるキリンエンジニ
アリングをグループ内に保有して、国内外グループ各社のみならずグルー

脱炭素を実現するためのエンジニアリング人財が十分ではない、
または技術が継承されないために適切に適用できない可能性が
あります。
エネルギーを効率的に活用するには排熱の有効活用が不可欠で
す。これは単に最新設備を導入しただけでは難しく、製造工程に対
し深い理解を持つエンジニアと技術が必要です。技術の進歩は速
く、技術導入時期の見極めやスピード感のある投資判断ができな
い場合には、予定どおりのGHG排出削減ができません。急速に脱
炭素社会への機運が高まる中で、特に再生可能エネルギー設備
の設置場所が限られている日本では、適切な時期に適切な価格
で再生可能エネルギーが導入できない可能性が高いです。

気候変動

移行リスク / 技術

エンジニアリング部門の
対応力低下・適切な投資の不足［短～長期］

対応戦略
エンジニアリングの機能強化

活動内容 
エンジニアリングの機能強化

技術動向の把握と機動的な設備導入

技術動向の把握と機動的な設備導入

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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PET樹脂は、一般的な石油由来PET樹脂に比べて石油由来樹脂使用量を
90%、GHG排出量を50%～60%削減することができます。
2014年2月から「キリン 午後の紅茶 おいしい無糖」のパッケージの一部
にリサイクルPET樹脂を使用していました。その後、2019年にリサイクル
PET樹脂を100%使用した「R100ペットボトル」を「キリン 生茶デカフェ」に
採用しました。2025年6月末時点で「R100ペットボトル」を使用している
製品は以下のとおりです。

ペットボトルがペットボトルに
生まれ変わることで

石油由来樹脂使用量 製造時のGHG排出量

-90%
GHG

GHG

-50%～
-60%  

2019年にプラスチック問題の解決のために策定した「キリングループ プ
ラスチックポリシー」に従い、リサイクルPET樹脂を使ったペットボトルにシ
フトしていきます。「キリングループ プラスチックポリシー」では、日本国内
のペットボトルのリサイクル樹脂割合を2027年までに50%にすることを
定めています。これまでも、メカニカルリサイクルによるリサイクルPET樹
脂の活用を進めてきました。汚れている使用済みペットボトルやそれ以外
のPET樹脂を使った製品でも純度の高いリサイクルPET樹脂に再生できる
ケミカルリサイクルの実用化に向けて推進するとともに、回収する仕組み
についても構築を進めることで、化石由来原料使用を削減し、サーキュラー
エコノミーの形成を推進します。

キリングループでは、2019年に制定した「キリングループ プラスチックポ
リシー」に従ってリサイクルPET樹脂を100%使用した「R100ペットボトル」
の採用を順次拡大しています。

「R100ペットボトル」では、リサイクルPET樹脂をペットボトル原料として使
用する「メカニカルリサイクル」の技術を採用しています。このリサイクル

プラスチックの利用が、海洋汚染の原因としてだけではなく気候
変動の原因と認識され、今まで以上に化石由来原料の容器包装
がネガティブな印象を持たれつつあります。日本でも2022年4
月1日から「プラスチックに係る資源循環の促進などに関する法
律」の施行が開始されるなど、プラスチック問題に強い関心が寄
せられています。プラスチックは石油由来原料であり、気候変動
問題への関心が 高まる中、焼却処理時のGHG排出による温暖化
や、石油由来原料の資源枯渇の問題にもフォーカスが当たってい
くと予想しています。

容器包装 気候変動

キリン 生茶：600ml（写真左から１番目）
キリン 生茶 ほうじ煎茶：600ml（写真左から２番目）
キリン 生茶 からだ晴れ茶：525ml（写真右から2番目）
キリン 生茶 おいしいカフェインゼロ：430ml（写真右）
製品写真は2025年6月末時点のものです。

R100ペットボトル

ペットボトル リサイクルPET樹脂使用比率の推移（日本国内）

移行リスク / 市場

化石由来原料への社会の抵抗感［中～長期］

対応戦略
プラスチックの資源循環

指標と目標

R100ペットボトル
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活動内容

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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GHG吸収源としての森林の重要性への認識が広がる中で、森林
破壊に繋がる事業活動への懸念は従来以上に高まり、ネガティブ
な印象が強くなる可能性が高まると考えます。2019年から
2020年にかけて発生したオーストラリア史上最悪の森林火災や
2025年に発生したカリフォルニアでの山火事などで、従来にも増
して気候変動の影響と森林の関係が注目を集めています。
2021年には「国連食料システムサミット」が開催されました。  
EUでは「Farm to Fork（農場から食卓まで）戦略」が、日本では

「みどりの食料システム戦略」が策定・発表されるなど、持続可能
な農産物の生産が以前より強く意識され、新型コロナウイルス感
染拡大や地政学的な問題によっても食料安全保障へ関心を持つ
人が増えています。
持続可能な農業への関心が、森林問題への関心にも繋がっていく
ことが想定されます。

気候変動、自然資本、容器包装での環境や人権に配慮した製品で
競合他社に先行され、エシカル消費による収益の機会を失うリス
クが考えられます。気候変動や自然資本のシナリオ分析などでは、
現時点でのエシカル消費市場の急激な拡大は期待できない結論
でした。しかし、サステナビリティに関心のある若年層が消費の中
心を占めた場合には、エシカル製品が選ばれる可能性がありま
す。容器包装の課題は身近であり、消費者に認識されやすいため、
適切な対応がない場合に批判を受ける可能性は高いと想定して
います。

水資源

水資源

生物資源

生物資源

気候変動

気候変動

持続可能な林業や農業を拡大するための取り組みを継続し、認証紙や認証
農園の原料の使用割合を拡大していきます。

森林由来によるカーボン・クレジットの創出に向けた共同研究を実施してい
きます。

キリングループは、環境に配慮した製品作りを進め、その取り組み内容や
効果を表示します。また、業界横断的なパートナーシップにより、容器包装
領域における持続可能性向上に取り組んでいます。

持続可能な林業への取り組みとしては、紙製容器包装へのFSC®認証紙の
使用拡大を進めています。2020年には、キリンビール・キリンビバレッジ・
メルシャンの全ての紙製容器包装でFSC®認証紙を100%採用しています。
2021年には「キリングループ持続可能な生物資源利用行動計画」を改訂し、
持続可能な紙の利用をグローバル全事業にも拡大することを定めました。
持続可能な農業の取り組みとしては、スリランカの紅茶農園およびベトナ
ムのコーヒー農園に対して、より持続可能な農園認証であるレインフォレス
ト・アライアンス認証の取得支援を行っています。2021年8月からは、レ
インフォレスト・アライアンス認証農園の茶葉を使用した「キリン 午後の紅
茶」の通年製品を販売しています。

キリングループは日立製作所と森林由来によるカーボン・クレジットの創出
に向けた共同研究を2025年3月に開始しました。キリングループ独自の

「植物大量増殖技術」と、日立製作所が持つ「自然計測技術とMRV
（Measurement, Reporting and Verification）に関連するデジタル技
術」の活用により、質の高い森林由来カーボン・クレジットの創出をめざすと
ともに、植林地の温室効果ガスGHG削減と生物多様性保全の両立を図り
ます。

Stone&Wood Breweryは、Visy、Novelis、Rio Tintoといったサプライ
ヤーともに、オーストラリアにおける持続可能な容器包装を目指す「Re-In-
Can-Ation」プロジェクトを立ち上げました。この取り組みは、リサイクルア
ルミニウム83%と低炭素の一次アルミニウムを使用した缶を採用すること
で、従来の缶と比較して59%のCO2排出量削減を目指します。18ヶ月間
のトライアルでは、1,500万缶を販売し、1,235tのCO2削減を見込んでい
ます。

リサイクルアルミニウムと低炭素一次アルミニウムを使用した缶

移行リスク / 市場・評判

森林破壊への懸念［中～長期］

エシカル消費での機会損失［中～長期］

質の高い森林由来カーボン・クレジットの創出

質の高い森林由来カーボン・クレジットの創出

環境に配慮した製品環境に配慮した商品提供

対応戦略
持続可能な林業・農業の推進

活動内容
持続可能な林業・農業の推進

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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天然ガスの使用量削減に向けては「SBT1.5℃」目標に向けて策定した気
候変動対策ロードマップの着実な実行が必要であると考えています。
 
キリングループのロードマップでは、可能な限り省エネを実施したうえで、
エネルギーミックスを電力にシフトし、その電力に再生可能エネルギーを使
用する予定になっています。

加熱プロセスの熱源を、都市ガスから電力もしくはグリーン水素へ移行す
る想定で実証試験中です。（グリーン水素の詳細→P.48）

世界的に脱炭素への取り組みが加速される中で、GHG 排出量
が少ないエネルギーへの移行や石炭のダイベストメントなどに
より、短期的には天然ガスの需要がひっ迫するとともに価格が
高騰する可能性が高いです。

気候変動

移行リスク / 市場リスク

対応戦略

活動内容

エネルギー価格の高騰［中～長期］

「SBT1.5℃」目標に向けたロードマップの着実な実行

重大なリスクと機会に応じた活動
活動内容
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Stone＆Wood、オーストラリアにおける持続可能な容器包装への変革に向けた
業界横断的な提携をリード

す。オーストラリアでは現在、アルミ缶の3分の2しかリサイクルされてお
らず、まだやるべきことが残っています。」

サプライチェーン上の各パートナーは、製造プロセス全体を通して環境の
持続可能性を確保するという取り組みにおいて、重要な役割を果たしてい
ます。Novelisはリサイクル率の高いアルミニウムコイルを製造し、Rio 
Tintoはタスマニア州Bell Bayのアルミニウム製錬所から低炭素の一次ア
ルミニウムを供給し、Visyはクイーンズランド州Yatalaの拠点で缶を現地
生産しています。
世界中で新たな気候関連情報開示が進む中、このようなバリューチェーン
横断の協働は、スコープ3排出量削減につながり、低炭素経済への信頼で
きる移行計画を策定する上で非常に重要です。

協働アプローチ
ライオン傘下の Stone＆Wood は、サプライチェーンパートナーである
Visy、Novelis、Rio Tintoと協働で、低炭素原材料とリサイクル素材を使
用した、より持続可能な飲料缶を製造する画期的なプロジェクトを発表しま
した。

「Re-In-Can-Ation」と呼ばれるこのパイロットイニシアチブでは、アルミニ
ウムバリューチェーン全体の主要なプレイヤーの協働により、低炭素の一
次アルミニウムと平均83％のリサイクルアルミニウムを含む缶を製造しま
す。※1

環境へのメリット
18ヶ月にわたるトライアルでは、1,500万個の缶が市場に投入されまし
た。Stone&Wood の同等量の従来缶と比較した場合、1,235トンのCO2

排出量削減に相当すると推定されています。※2

ライオングループのサステナビリティ・ディレクター、ジャスティン・メレル
は次のように述べています。「このパートナーシップは、業界リーダーが共
通の目標に向かって団結すれば何ができるかを示しています。また、消費者
が容器をリサイクルすることによって、CO2排出量の削減や省資源を実現
できる可能性を示しています。バリューチェーン全体が連携することで、循
環型経済が強化され、環境にも大きなメリットがもたらされることの証で

APCOからの顕彰
APCO（Australian Packaging Covenant Organization）も、アルミニ
ウム飲料缶の64パーセントしかリサイクルされていない現在のオーストラ
リアにおけるリサイクル課題に取り組む上で、このイニシアチブの重要性を
認識しています。

消費者とのコミュニケーション
Lionは本プロジェクトを通じて消費者に対してサステナブルな選択肢を提
供することでエシカル消費を促すことを目指しています。すでに同社のSNS
で消費者とのコミュニケーションを開始しており、消費者が貢献できる実践
的な取り組みという観点で関心や評価の声が届いています。

※1 �2023年6月1日から2024年5月31日までの期間にNovelisが製造したアルミニウムコイ
ルを使用したアルミニウム缶の平均リサイクル含有量（質量ベース）に基づきます。

※2 �Stone&Woodの2023年における375mL缶の平均CO2排出原単位との比較に基づく削
減量です。原料の採掘から缶の製造までのすべてのCO2換算排出量（原料採掘、製錬、リサイ
クル、材料の輸送、缶の製造）が計算に含まれます。この計算に使用されたライフサイクルア
セスメント（LCA）は、ISO14040/14044（ISO、2006b）環境マネジメント―ライフサイク
ルアセスメント規格に準拠しています。
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